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日本型フランチャイズシステムは「便利・高品質サービス」を支える『ビジネスインフラ』と言える。
官民共同での『ビジネスインフラ輸出』に注力すべき

日本型フランチャイズシステムそのものが  「ビジネスインフラ」輸出が日本を強くする

対外競争力ある『ビジネスインフラ』である

ビジネスインフラの特徴（例：コンビニ、宅配、教育、等）

 ICTを核に効率的オペレーションを行える仕組み

 相手国の地元企業との連携により地域経済活性化
に貢献

 周辺波及効果（例：コンビニ→コールドチェーン）によ
り関連産業（例：物流業等）の進出も促進C を核に効率的オ レ ションを行える仕組み

 地元企業との協業による地域貢献（win-winモデル）

 サプライチェーンや人材育成等の周辺産業も合わせた
バリューチェーンを形成

り関連産業（例：物流業等）の進出も促進

 日本への憧れ・ライフスタイルを喚起し、日本製品の
販売促進や人材交流等の関係強化につながる

日本 アジア諸国
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B国
現状の国の支援は、「社会インフラ」の輸出支援が主体 波及効果大きい
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フラ未整備
・人材

ビジネスの「知恵」を凝縮したICT

ビジネスインフラを築き
あげる

フランチャイズシステム

1今は国の支援少ない



日本のICT産業活性化のために、アジア大で起業家を日本に呼び込み、スタートアップを支
援するインキュベータの育成が急務

日本のICT産業の活性化のためには、スタートアップを多数育成し、チーム（アイデア、技術、人材のセット
）として産業に絶え間なく供給することが必要）として産業に絶え間なく供給することが必要

そのためには、スタートアップ段階での支援、その出口の誘導まで面倒をみるICTインキュベータ機能の
整備が必要。特にこの機能のマネジメントが肝要。

アジアのスタ トアップも日本に招き その知恵を日本で活かすとともに アジアへの拡大を図るべきアジアのスタートアップも日本に招き、その知恵を日本で活かすとともに、アジアへの拡大を図るべき

日本ICT
スタ トアップ支援

ICTスタートアップインキュベータ
出口支援

従来の支援は、

資金供給に重き

スタートアップ
数ヶ月間の集中的プロト

タイプ開発

国内の大学や研究機関

関連企業
スタートアップ支援

日系企業による開
発チームの受け入
れ

出 支援
（オークション等）

セットで供給

＋
アジア・日本

の起業家

国内の大学や研究機関
との技術連携

 マーケティング、デザイ
ナーとの連携 など

れ

 ・・・・
アイデア

技術

人材

＋

の起業家

資金、ノウハウ、テスト環境、関連人脈
等の提供による総合的集中的支援

アジアに展開スタートアップ：

起業直後の数名のグループ
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インキュベータの
マネジメントが鍵海外類似例：500Startups、Y-combinator、PlugandPlay Tech Center
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アジア・日本の人
材を一体で支援

アジアで
勝つ



本格的なビッグデータ活用を促進するためには 、PIA活用フレームワーク（PIA実施と、同意取
得における透明性確保）の実現が不可欠。

欧米は、PIAの実施、同意取得の透明性確保のルール作りによりビッグデータ活用の拡
大を指向。

消費者がリスクを理解し、自ら判断して同意することのできる仕組みが必要

適切な

PIA活用フレームワーク 欧米では、この仕組み

作りを進めつつある

適切な
初期設定

利用場面に応
じた通知・同意

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ影響
評価（PIA） 本格的なビッグデータの

取得
じた通知 同意

の取得
評価（PIA）

＋
同意取得の
透明性確保

本格的なビッグデ タの

活用促進につながる

データ共有する
事業者の明示

透明性確保

データの機微度に
応じた利用制限
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PIA（Privacy Impact Assessment：プライバシー影響評価）
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